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平成２６年労第６１３号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する｡ 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付け及び同年○月○日付け

で請求人に対してした労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号。以下「労

災保険法」という。）による休業補償給付を支給しない旨の処分を取り消すとの裁

決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人は、平成○年○月○日、Ａ市所在のＢに雇用され、大工として就労して

いたところ、平成○年○月○日に倉庫内で足場板を踏み台にして資材の取り出し

作業中、足場板から転落して負傷した（以下「本件事故」という。）。 

請求人は、同日、Ｃ整形外科病院に受診し「左第２指ＰＩＰ関節脱臼、右肩鎖

関節打撲」の傷病名により療養を開始し、その後、Ｄ病院やＥ病院、Ｆ医療セン

ターにおいて療養を継続した。 

請求人は、Ｄ病院で「左示指関節拘縮」（以下「本件傷病」という。）の傷病

名により加療を受け、その後、監督署長に平成○年○月○日から平成○年○月○

日までの期間に係る休業補償給付の請求をしたところ、監督署長は、請求人の本

件傷病は平成○年○月○日に治ゆ（症状固定）しており、治ゆ後の請求であると

して、これを支給しない旨の処分をした。 

請求人は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」

という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却し

たので、請求人は、更にこの決定を不服として、再審査請求に及んだものである。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 
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第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、請求人の本件傷病は平成○年○月○日をもって治ゆしているとし

て、その後の休業補償給付を支給しないとした監督署長の処分が妥当であると認め

られるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）請求人は、平成○年○月○日付けで治ゆと認定された後も、Ｄ病院で左示指

関節拘縮の傷病名により加療を受け、休業補償給付の請求に及んだものである。 

（２）労災保険法による休業補償給付の対象となるのは、医学的にみて、通常医療

効果の期待できる場合に限られ、傷病が固定した状態に至り、もはや症状改善

のための効果的な治療が期待できなくなったときは、当該傷病は「治ゆ」した

ものとして、同法所定の休業補償給付の対象外となるものである。 

（３）請求人は、治ゆ認定当時には指の痛みが残存し、働ける状態にはなかったと

主張するものであるが、請求人は平成○年○月○日にＣ整形外科病院にて創外

固定による関節授動術を受け、その後、長期間のリハビリを継続しており、Ｇ

医師は、平成○年○月○日の労働基準監督署職員との面談において、要旨、「術

後、リハビリを数か月行っても可動域は一定のままであり、治療効果が期待で

きない。当院ではさらなる手術適応はないものと判断した。」と述べている。ま

た、Ｈ医師は、平成○年○月○日付け意見書において、「治療により可動域の変

化があまりないこと、左手全体の使用に関し、特に悪い影響を及ぼす障害とは

言えないこと、治療開始より１年６か月を経過していることなどの理由により、

平成○年○月末をもって症状固定と判断したことは妥当であると考えられる。」

と述べている。 

Ｇ医師及びＨ医師の上記意見に加え、本件請求期間に係るＤ病院での療養内

容は、左示指関節拘縮後に残存する神経症状についての症状緩和のためのリハ
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ビリが中心の対症療法であることから、当審査会としても、請求人の本件傷病

は、平成○年○月○日には治ゆ（症状固定）の状態にあったものと判断する。 

３ 以上のとおりであるので、監督署長が請求人に対してした平成○年○月○日以

降の休業補償給付を支給しない旨の処分は妥当であって、これを取り消すべき理

由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 

 


